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 (名称) 

１条 「東京手話通訳等派遣センター（以下当センターと称す）要約筆記者登録試験」と称する。 

  

 (目的) 

２条 要約筆記者養成カリキュラム（平成２３年３月厚生労働省より通知）による養成講座を修了

し、到達目標に達したものを当センター要約筆記者として登録することを目的とする。 

 

 (対象者) 

３条 １ 東京都要約筆記者養成講習会(全８４時間)を修了した者 

２ 他の道府県・市町村で要約筆記者養成講習会(８４時間以上)を修了したが、当該 

地域から東京都内への転出により、養成事業体での受験が叶わない者 

３ 要約筆記奉仕員として登録し活動していたもので、移行のための補習研修等 

  を受講し、受験対象者として当センター運営委員会が適当と認めた者 

   ４ 手書き、またパソコン要約筆記者として既に登録している者のうち、もう片方 

の登録を希望する者（ただし、所定の講習等を受講していること） 

   ５ 全国統一要約筆記者認定試験に合格している者で、派遣センター事業への従事を 

希望する者 

    （２～５については必要書類を提出していただき受験資格の審査を行います） 

 

 (方法) 

４条 １ 全国統一要約筆記者認定試験を採用する 

  第３条 １から４にあたる者が受験資格を有する 

２ 当センター運営委員による面接を行う 

  第３条 ５にあたる者が受験資格を有する 

 

（実施） 

５条 １ 第４条１については、当センター試験委員会が要約筆記者認定協会に申し込み、 

その後、登録までのすべての処理を行う 

試験当日は試験委員およびセンター職員が試験実務に従事する 

合否判定の通知後に、合格者名簿を運営委員会に報告し、登録する 

 その他、事務処理は別途定める（試験実施に関する規定） 

２ 第４条２については、面接日を通知し、担当者が面接を行う 

担当者は合否の判断を行い、合格者名簿を運営委員会に報告し、登録する 

 

（改廃） 

６条 本要綱の改定、廃止等は運営委員会の承認をもって確定する 

 

 

 


